
総合的な特殊詐欺対策の推進
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○ 特殊詐欺や強盗等を広域的に敢行し、治安対策上の脅威

○ 実行犯はＳＮＳ等により募集。検挙後も新たに募集し、組織構造が流動的

○ 匿名性の高い通信手段により犯行を指示、収益を吸い上げている中核部分は匿名化

ＳＮＳ・求人サイト

等を通じて参加

匿名・流動型犯罪グループとは

強盗・窃盗等を敢行

するグループ

特殊詐欺を敢行

するグループ
悪質なリフォーム業に

関与するグループ

風俗店、性風俗店や

スカウト行為に関与す

るグループ

匿名・流動型犯罪グループのイメージ
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特殊詐欺の定義・手口について

特殊詐欺の定義

被害者に電話やＳＮＳ等を通じて、対面することなく信頼させ又は関係を深めて信用させ、

指定した預貯金口座への振込その他の方法により、現金等をだまし取る犯罪（現金等を

脅し取る恐喝及び隙を見てキャッシュカード等を窃取する窃盗を含む）

特殊詐欺の手口

○ 令和７年までＳＮＳ型投資詐欺、ＳＮＳ型ロマンス詐欺は特殊詐欺とは別手口としていたが、

特殊詐欺と一体として対策をとる必要があることから、令和８年より特殊詐欺の手口の一つに

組み込んだ

○ 令和７年中に被害が急増したニセ警察詐欺を、令和８年よりオレオレ詐欺等から独立させ、

より的確な対策を講じることとした

■ ＳＮＳ型ロマンス詐欺

■ 預貯金詐欺

■ 融資保証金詐欺

■ 交際あっせん詐欺

■ ＳＮＳ型投資詐欺

■ オレオレ詐欺

■ 還付金詐欺

■ ギャンブル詐欺

■ その他の特殊詐欺

■ ニセ警察詐欺

■ 架空料金請求詐欺

■ 金融商品詐欺

■ キャッシュカード詐欺盗

【参考】
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◆認知件数（総数）
43,000件 （+11,720件、+37.5％）

（うち 特殊詐欺 27,832件、 ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺 15,168件）

◆被害額（総額）
3,257.4億円 （+1,266.7億円、+63.6％）

（うち 特殊詐欺 1,423.1億円、 ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺 1,834.3億円）

特殊詐欺及びＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺の全体概況

【認知件数】 【被害額】
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被害者の年代別 主な手口別
被害者側の

当初接触ツール
主な被害金等
交付形態別

○ 20代、30代の若い世代の
認知件数が２倍以上増加

○ ニセ警察詐欺を含むオレ
オレ詐欺の認知件数が２倍
以上増加

○ 他の主な手口は減少

○ 電話が約８割を占める

○ SMS･SNS･メールも急増

○ 振込型が約６割を占める

○ 暗号資産送信型の増加
が顕著

特殊詐欺（ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺を除く）被害について

※ 法人被害を除く
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ニセ警察詐欺の被害状況について

【ニセ警察詐欺の被害者側の年代別当初接触ツール】 【ニセ警察詐欺の１件当たりの被害額】

【ニセ警察詐欺の被害状況の推移】

○ ニセ警察詐欺は、令和７年の被害の多くを占めた。

認知件数 11,014件（特殊詐欺全体の39.6％）

被害額 1,005億円（特殊詐欺全体の70.6％）
※上記の特殊詐欺はSNS型投資・ロマンス詐欺を除く

○ 令和７年中は年間を通して認知件数・被害額が
増加傾向であり、更なる対策が急務

○ １件当たりの被害が高額となる傾向
○ 被害者の年代については30代が最多、１件当たりの被害額は70代が最多
○ 当初接触ツールについては40代以下は携帯電話が９割以上、60代以上は固定電話の比率が高い

※ 法人被害を除く※ 法人被害を除く

【ニセ警察詐欺の被害状況の推移】
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「国民を詐欺から守る総合対策２．０」を踏まえた警察の取組の概要

総合対策２．０（令和７年４月22日付け犯罪対策閣僚会議決定）の概要

一層複雑化・巧妙化する詐欺等の手口の変化に応じて機敏に対策を改善するとともに、

犯罪グループを摘発するための実態解明の取組や犯罪グループと被害者との接点の遮断と

いった抜本的な対策を強化するため、地方公共団体、民間事業者、外国当局や国際機関等

国際社会とも連携・協力しながら、各種施策を一層強力に推進

警察の主な予算事業

■ 犯行に利用される電話番号への対策 → 警告電話事業

■ 押収名簿を活用した注意喚起 → リスト作成事業
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○ 令和７年の特殊詐欺の認知件数及び被害額は、ともに過去最悪を記録する危機的な状況

○ 特殊詐欺（ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺を除く）の被疑者から被害者への最初の接触手段は、

約８割が電話であり、電話対策が重要

○ 被疑者は複数の電話回線を契約し、被害者に次々と電話をかけることから、被疑者が使用

する当該電話に警察側から電話をかけ続け、事実上、使用できない状態に置くことが被害の

発生を防ぐ有効な手段の一つ

警告電話事業の概要

警告電話事業の必要性

【令和７年度における警告電話の実績】

警告電話実施番号数 1,758件

警告電話発信数 3311万2057回

使用できなくした番号数 1,168件
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犯行利用番号
03-XXXX-XXXX

①特殊詐欺の
犯行に利用

②被害申告

警察庁都道府県警察

③対象番号を
警察庁に報告

被害者Ａ

警告電話実施事業者
犯罪グループ

④事業者に
依頼

⑤犯行に利用された電話番号に対して
繰り返し架電して警告メッセージを流し、
当該電話を発信できない状態にする

⑥発信できない

被害者Ｂ

警告電話事業の概要
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○ 犯行グループは、様々な名簿を入手・共有し、登載者に架電

捜査で押収した名簿の登載者は詐欺の被害に遭うおそれが高いため、名簿登載者に対し、

警察官による戸別訪問や警察が委託したコールセンターから電話連絡等を行い、注意喚起や

具体的な予防対策等の周知を個別かつ直接的に行うことが必要

○ 押収名簿ごとに様式が異なるため、リスト作成事業者が様式を統一し、都道府県別に分類し、

都道府県警察が利用しやすいリストとすることで、円滑な注意喚起や予防対策につながる

■ コールセンター（委託業者）による架電

■ 警察官による架電や戸別訪問

■ レター（圧着はがき）の送付

リスト作成事業の概要

リスト作成事業の必要性

リスト作成後の活用例 【リストの活用実績】 令和７年度

実質リスト数（重複件数を除いたもの） 約４０万件

（主な活用状況）
･ コールセンター 約１０万６,０００件

（総架電件数 約９０３万件）

･ 戸別訪問 約５万９,０００件
･ レター（はがき） 約６万件
･ その他（警察官による架電、家族への伝達等） 約７,０００件
･ 連絡不可件数（転居･不在等） 約１８万件

総数 ５１万件
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犯行グループ 都道府県警察

警察庁リスト作成受託業者

①名簿を押収

②
名
簿
を
集
約

⑥
リ
ス
ト
を
送
信

③名簿を貸与

⑤リストを納品
④名簿をリスト化

リスト作成事業の概要
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予算の推移と執行状況

予算の推移

予算の執行状況

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

181,852千円 227,022千円 231,354千円 290,821千円

令和５年度 令和６年度 令和７年度

警告電話事業 23,501千円 25,214千円 20,488千円

リスト作成事業 10,670千円 17,110千円 17,447千円

特殊詐欺等対策支援機器 17,243千円 53,341千円 53,341千円

被疑者輸送費 3,889千円 4,423千円 6,486千円

資機材等借上費 43,336千円 50,487千円 66,707千円

通翻訳謝金 26,775千円 44,969千円 122,803千円

近年の特殊詐欺の情勢等を踏まえ、仕様を変更するなど事業の有効性を高めると共に、コストダウンの観点も含めて見直
しを図っている。他方で、認知件数等が増加していることで資機材等を借り上げる場面も増加している。
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事業の見直し状況（例として警告電話事業）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

予算額（円） 41,062,000 39,062,000 29,384,000 29,384,000 23,537,000

執行額（円） 24,835,014 23,501,262 25,214,200 20,487,500 15,942,512

発信総回数(予定数) 1億1,700万回 1億1,700万回 1億4,000万回 8,000万回 5,000万回

実績 警告電話実施
番号数（件）
（発信数）

6,643件

(128,486,875回)

5,528件

(113,729,142回)

2,635件

(67,703,855回)

1,758件

(33,112,057回)

－

使用できなくし
た番号数（件） 3,976件 5,002件 2,384件 1,168件 －

【見直し状況】
・ 発信総回数と事業の実績に基づき仕様を見直し、それに伴って予算額に反映させている。
・ 令和７年度より、特殊詐欺のみならずSNS型投資・ロマンス詐欺についても対応している。

【当該事業の対策】
本事業については、国内の固定電話等への対策であり、近年増加する国際電話については、アプリで発信番号を容易に変更で

きること、国外への警告電話の通信費は相当高額となり費用対効果が低いと判断されることから対象としておらず、国際電話につ
いては次頁以降の対策を推進している。
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犯行利用された電話は国際電話番号が大幅に増加し、全体の75.5％を占める

特殊詐欺（ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺を除く）の当初接触ツールについて

◆特殊詐欺の被疑者が犯行に利用した番号種別

令和７年中に把握した国際電話番号数は 92,996件（前年比+45,400件、+95.4％）

1,899 1,847 2,383

3,908

4,432

3,795 3,649

2,977

3,980

6,081 6,343 6,302

6,076

7,998

7,356

8,839

8,185

8,551

7,130

7,646

9,490

8,206

6,703

6,816

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

R6.1 R6.2 R6.3 R6.4 R6.5 R6.6 R6.7 R6.8 R6.9 R6.10 R6.11 R6.12 R7.1 R7.2 R7.3 R7.4 R7.5 R7.6 R7.7 R7.8 R7.9 R7.10 R7.11 R7.12

固定番号 050番号 携帯番号 国際番号 判別不明番号（件）

12,835 7,547

11,033
6,489

5,375
14,593

47,596

92,996
5,701

1,513

0

15,000

30,000

45,000

60,000

75,000

90,000

105,000

120,000

135,000

150,000

R6 R7

（件）

※ 「特殊詐欺の犯行に利用された電話番号数」として、都道府県から警察庁に報告された電話番号数を集計（未遂・相談事案を含む。）
※ 都道府県から報告された電話番号が重複する場合、１件として計上。ただし、月をまたいで同一番号の報告があった場合は、各月１件として計上。
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国際電話対策について

警察庁推奨アプリ

国際電話不取扱受付センター

累計約992,600件
（集計開始 2023.10 以降）

広報啓発チラシ

各種イベントにおいて
申込促進活動を実施
（大分県警察）

（Androidのみ）

都道府県警察活動事
例

✔ 特殊詐欺の犯行に利用された番号の発着信ブロック･警告

✔ 国際電話番号の発着信一括ブロック･警告

✔ 警察庁から特殊詐欺に関する防犯情報のお知らせ

特徴

固定電話での対策

携帯電話での対策

○ ダウンロード総数 84万7,600件
Android版 340,900件
iOS版 506,700件

○ 国際電話 警告・ブロック数
※検出不能

○ 要注意番号検出数
(発着信) 52,300件 ※ 数値はAndroid版のみ

○ iタウンページの登録事業者の表示件数
（発着信） 591,000件 ※ 数値はAndroid版のみ

○ ダウンロード総数 29万5,200件
Android版 95,200件
iOS版 200,000件

○ 国際電話 警告･ブロック数
（発着信）11,500件 ※ 数値はAndroid版のみ

○ 詐欺･迷惑電話番号 警告･ブロック数
（発着信）9,100件 ※ 数値はAndroid版のみ

内訳

運用実績 2026年３月５日～５月31日（暫定値･概数）

『国際電話不取扱受付センター』に申し込めば

国際電話番号からの発着信を無償で休止可能で

あることから、全国警察を挙げて申込みの促進

に取り組んでいる。

都道府県警察活動事例

内訳
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2026年度行政事業レビューシート 警察庁

総合的な特殊詐欺対策の推進

基本情報

組織情報 府省庁 警察庁

事業所管課室 警察庁 | 警察庁 | 刑事局組織犯罪対策部 | 組織犯罪対策第二課

作成責任者
阿波拓洋
中山卓映
小林雅哉

その他担当組織
警察庁 | 警察庁 | 生活安全局 | 生活安全企画課
警察庁 | 警察庁 | 刑事局 | 捜査支援分析管理官

基本情報 予算事業ID 000365 事業開始年度 2012 事業終了（予定）年度 終了予定なし

事業年度 2026 事業区分 前年度事業

政策・施策 政策所管 政策 施策 政策体系・評価書URL

警察庁 １現下の治安上の課題への対応 １－１匿名・流動型犯罪グループに対する取組の推進

https://www.npa.go.jp/polici
es/evaluation/04jigo-
hyouka/jisseki_hyouka/jissek
i-hyouka_itiran.html

関連事業 -- 主要経費 その他の事項経費
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概要・目的 事業の目的
被害が深刻な情勢にある特殊詐欺について、各種被害防止対策を推進するとともに、受け子等の実行犯の検挙や上位者への突き上げ捜査、犯行に利用され
た電話等に対する犯行ツール対策などの取組を官民一体となって推進し、その被害を減らすことを目的とするもの。

現状・課題

令和７年中の特殊詐欺の認知件数及び被害額は、過去最悪となるなど、極めて危機的な情勢にある。このような中、警察においては、「国民を詐欺から守る
ための総合対策2.0」等に基づき、各種対策を強力に推進してきたところであるが、一層複雑化・巧妙化する詐欺等の手口の変化に応じて機敏に対策を改善
するとともに、犯罪グループを摘発するための実態解明の取組や犯罪グループと被害者との接点の遮断といった抜本的な対策を強化するため、引き続き、
関係省庁、関係団体、事業者とも連携・協力しながら、一層強力に各種施策を推進していく必要がある。

事業の概要

特殊詐欺の被害を未然に防ぐため、特殊詐欺事件等の捜査で押収した犯行に利用されていたと認められる名簿のリスト（データ）化を事業者に委託し、当
該リストを都道府県警察へ還元する。各都道府県警察において、同リストを活用してコールセンター事業者がリスト登載者に被害防止を目的とした啓発の
電話を架ける。
　また、犯行に利用された電話番号に対し、委託事業者が架電システムを用いて繰り返し架電し、警告メッセージを流すことにより、被疑者の出頭を促す
とともに、当該電話を犯行に使用できないようにする。
　さらに、特殊詐欺の捜査に有効な資機材、車両、拠点を借り上げるなどし、犯罪者グループ等に対する捜査を効果的かつ効率的に推進することで、取締
りを強化する。
　このほか、捜査関係事項照会書による事業者への照会の効率化及び各種データの集約・分析等を行うため、機器の整備・運用を行う。
　なお、警告電話事業は平成29年度から、その他の事業は平成24年度から実施している。

事業概要URL --

根拠法令 法令名 法令番号 条 項 号・号の細分

警察法 昭和二十九年法律第百六十二号 第三十七条 3 --

警察法施行令 昭和二十九年政令第百五十一号 第三条 1 --

関係する計画・
通知等

計画・通知名 計画・通知等URL

国民を詐欺から守るための総合対策 2.0 https://www.cas.go.jp/jp/seisakukaigi/hanzai/kettei/250422/honbun-1.pdf

経済財政運営と改革の基本方針 2025
https://www5.cao.go.jp/keizai-
shimon/kaigi/cabinet/honebuto/2025/2025_basicpolicies_ja.pdf

「強い経済」を実現する総合経済対策 https://www5.cao.go.jp/keizai1/keizaitaisaku/1121_taisaku.pdf

実施方法 直接実施 | 補助

補助率等 補助対象 補助率 補助上限等 補助率URL

各都道府県警察が委託して実施する高齢者犯罪被害防止事
業について当該経費の一部を補助

5/10 - --

備考 --
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予算・執行

予算額執行額表
（単位：千円）

2023 2024 2025 2026 2027

要求額 131,000 227,000 240,610 278,678 --

当初予算 182,000 227,022 218,807 290,821 --

補正予算 -- 12,547 -- -- --

前年度から繰越し -- -- 12,547 -- --

予備費等 -- -- -- -- --

計 182,000 239,569 231,354 290,821 --

執行額 260,821 247,378 372,146 -- --

執行率 143.3% 103.3% 160.9% -- --

予算内訳表
（単位：千円）

会計区分 会計 勘定 要望額 備考

一般会計 一般会計 -- -- --

予算種別/歳出予算項目 備考 予算額 翌年度要求額

当初予算
一般会計 / 内閣府 / 警察庁 / 匿名・流動型犯罪グループ対策費 / 警察装備
費

-- 134,660 --

当初予算
一般会計 / 内閣府 / 警察庁 / 警察活動基盤整備費 / 諸謝金

-- 57,110 --

当初予算
一般会計 / 内閣府 / 警察庁 / 警察活動基盤整備費 / 警察装備費

-- 51,736 --

当初予算
一般会計 / 内閣府 / 警察庁 / 警察活動基盤整備費 / 都道府県警察費補助金

-- 47,315 --

当初予算
一般会計 / 内閣府 / 警察庁 / 刑事警察費 / 警察装備費

-- 0 --

当初予算
一般会計 / 内閣府 / 警察庁 / 組織犯罪対策費 / 警察装備費

-- 0 --

当初予算
一般会計 / 内閣府 / 警察庁 / 生活安全警察費 / 警察装備費

-- 0 --

主な増減理由
-- その他特記事項

令和８年からＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺を特殊詐欺の一手口と
して位置付けたため、令和８年度当初予算で措置されたＳＮＳ型
投資・ロマンス詐欺の諸謝金を加算した。
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効果発現経路
活動・成果目標等のつながり

アクティビティ アウトプット 短期アウトカム 中期アウトカム 長期アウトカム

104: アクティビティ

特殊詐欺等事件に係る効率的な
捜査の推進を図るため、捜査関
係事項照会書による事業者等へ
の照会の効率化及び各種データ
の集約・分析等を行うための…

102: アクティビティ

特殊詐欺等の犯行に利用された
電話番号に対して繰り返し架電
し、警告メッセージを流すこと
により、対象となった番号を事
実上使用できなくする。

103: アクティビティ

都道府県警察に対し、捜査を効
率的に行うための資機材等を借
り上げる費用を支弁し、取締り
の強化を図る。

101: アクティビティ

特殊詐欺の捜査の過程で押収し
た犯行に利用されていたと認め
られる名簿を事業者に委託して
リスト化し、同リスト登載者に
対し、コールセンター等から…

202: アウトプット

犯行に利用された番号に対して
架電する。

503: 長期アウトカム

特殊詐欺事件捜査において、捜
査活動を円滑に行うため必要な
資機材等の経費を支弁し、特殊
詐欺事件捜査の取締りの強化を
実施する。

201: アウトプット

捜査の過程で押収した名簿を整
理し、リスト化する。

203: アウトプット

捜査のため資機材等を借り上げ
取締りの強化を図る。

501: 長期アウトカム

直接的注意喚起による被害阻止
件数を前年より増加させる。

504: 長期アウトカム

特殊詐欺等事件の捜査力向上

204: アウトプット

迅速かつ効率的な捜査の推進

502: 長期アウトカム

警告電話事業により特殊詐欺等
に利用された電話番号を犯行に
事実上使用できなくする。
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アクティビティからの発現経路 101-201-501

アクティビティ 特殊詐欺の捜査の過程で押収した犯行に利用されていたと認められる名簿を事業者に委託してリスト化し、同リスト登載者に対し、コールセンター等から注意喚起を実施するなどに
より被害の未然防止を図る。

アウトプット 活動目標 捜査の過程で押収した名簿を整理し、リスト化する。 活動指標 リスト登載者数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

当初見込み／目標値(件) 615,000 500,000 510,000 510,000

活動実績／成果実績(件) 500,000 510,000 510,000 --

後続アウトカム
へのつながり

令和７年中の特殊詐欺被害（法人被害除く）の総認知件数に占める65歳以上の高齢者の割合は約５割と人口に占める65歳以上の高齢者の割合が約３割（令和７年９月15日現在）と
比べても高く、被害総額に占める割合も約６割に上る。他方、平成30年に警察庁が実施したオレオレ詐欺被害者等調査の結果では、被害者のうち約９割が「自分はだまされないと思
っていた」と回答していることなどから、特殊詐欺の被害から国民を守るためには、特殊詐欺の犯行グループから押収した名簿に登載されている者等、特に被害に遭う危険性の高い
者に対して個別かつ直接的に注意喚起等を行っていく必要がある。
リスト化できる件数には上限があることから、コールセンターによる阻止件数に反映されることを目標とする。

長期アウトカム 成果目標 直接的注意喚起による被害阻止件数を前年より増加させる。 成果指標 コールセンターによる阻止件数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

警察庁生活安全局生活安全企画課調べ

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

－
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

本事業の活動目標は、名簿に登載されている者に対して、個別
かつ直接的にコールセンターから注意喚起等を行うことによ
り、特殊詐欺の被害を阻止することそのものであるため。

活動・成果目標
と実績

 2023年度 2024年度 2025年度 最終目標年度
2026年度

当初見込み／目標値(件) 249 226 114 118

活動実績／成果実績(件) 226 114 118 --

達成率(%) 90.8 50.4 103.5 --
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アクティビティからの発現経路 102-202-502

アクティビティ 特殊詐欺等の犯行に利用された電話番号に対して繰り返し架電し、警告メッセージを流すことにより、対象となった番号を事実上使用できなくする。

アウトプット 活動目標 犯行に利用された番号に対して架電する。 活動指標 警告電話実施番号数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

当初見込み／目標値(件) 6,643 5,528 2,635 1,758

活動実績／成果実績(件) 5,528 2,635 1,758 --

後続アウトカム
へのつながり

警告電話事業の目的は、特殊詐欺被害を防止等することであるが、犯罪被害の防止は、各種対策があいまって実現されるものであり、被害防止対策の効果を当該事業のみの成果とし
て特定することは困難である。他方、当該事業により犯行に事実上使用できなくした電話番号数は被害防止としての一定の指標となると考え、これを成果目標とする。

長期アウトカム 成果目標
警告電話事業により特殊詐欺等に利用された電話番号を犯行に
事実上使用できなくする。

成果指標 特殊詐欺等で利用された電話番号を使用できなくした件数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

警察庁刑事局組織犯罪対策部組織犯罪対策第二課調べ

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

本事業の成果目標は、犯行に利用された電話番号に対して繰り
返し架電し、警告メッセージを流すことで、被疑者の出頭を促
したり当該番号を犯行に利用できないようにすることであり、
特殊詐欺等の被害防止対策に結びつくため。

活動・成果目標
と実績

 2023年度 2024年度 2025年度 最終目標年度
2026年度

当初見込み／目標値(件) 3,976 5,002 2,384 1,168

活動実績／成果実績(件) 5,002 2,384 1,168 --

達成率(%) 125.8 47.7 49 --
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アクティビティからの発現経路 103-203-503

アクティビティ 都道府県警察に対し、捜査を効率的に行うための資機材等を借り上げる費用を支弁し、取締りの強化を図る。

アウトプット 活動目標 捜査のため資機材等を借り上げ取締りの強化を図る。 活動指標 捜査のための資機材、車両、拠点を借り上げた事件数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

当初見込み／目標値(件) 353 639 734 920

活動実績／成果実績(件) 639 734 920 --

後続アウトカム
へのつながり

特殊詐欺は、社会情勢等に応じて日々犯行の手口が巧妙に変化しているため、一定の基準を設け、定量化するのは困難であるが、特殊詐欺事件の捜査のため有益な資機材を借り上げ
る経費を支弁し、取締りの強化を図った結果として特殊詐欺の検挙件数は指標となり得るため、これを成果目標とする。

長期アウトカム
成果目標

特殊詐欺事件捜査において、捜査活動を円滑に行うため必要な
資機材等の経費を支弁し、特殊詐欺事件捜査の取締りの強化を
実施する。

成果指標
特殊詐欺事件の検挙件数
※検挙件数については、年別の数値

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

警察庁刑事局組織犯罪対策部組織犯罪対策第二課調べ

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

本事業の成果目標は、特殊詐欺事件の捜査のため、有益な資機
材を借り上げる経費を支弁し、取締りの強化を図ることで事業
の目的である特殊詐欺の被害を減らす目的に結びつくため。

活動・成果目標
と実績

 2023年度 2024年度 2025年度 最終目標年度
2026年度

当初見込み／目標値(件) 6,640 7,212 6,576 6,575

活動実績／成果実績(件) 7,212 6,576 6,575 --

達成率(%) 108.6 91.2 100 --
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アクティビティからの発現経路 104-204-504

アクティビティ 特殊詐欺等事件に係る効率的な捜査の推進を図るため、捜査関係事項照会書による事業者等への照会の効率化及び各種データの集約・分析等を行うための機器の整備・運用を行う。

アウトプット 活動目標 迅速かつ効率的な捜査の推進 活動指標 迅速かつ効率的な捜査の推進に必要な機器の運用式数

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

--

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

--

活動・成果目標
と実績

 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度

当初見込み／目標値(式) 1 1 1 1

活動実績／成果実績(式) 1 1 1 1

後続アウトカム
へのつながり

特殊詐欺等事件の捜査を行う過程で必要となる捜査関係事項照会及び各種データの収集・分析を行う機器の整備・運用を行い、捜査の迅速化・効率化に取り組むとともに捜査力の向
上を図ることを目標とするが、どの程度効率化できたかについては、定量的な指標を設定することは困難である。他方、捜査力向上に取り組んだ結果として特殊詐欺の検挙件数を指
標とし、これを成果目標とする。

長期アウトカム 成果目標 特殊詐欺等事件の捜査力向上 成果指標
特殊詐欺事件の検挙件数
※検挙件数については、年別の数値

定性的なアウトカムに
関する成果実績

--
実績／目標／見込みの
根拠として用いた統
計・データ名（出典）

警察庁刑事局組織犯罪対策部組織犯罪対策第二課調べ

定性的なアウトカム目
標を設定している理由

--
アウトカムを複数段階
で設定できない理由

アクティビティである、「特殊詐欺等事件に係る効率的な捜査
の推進を図るため、捜査関係事項照会書による事業者等への照
会の効率化及び各種データの集約・分析等を行うための機器の
整備・運用を行う。」の実施が、特殊詐欺等事件の捜査力向上
に直結し、外のアクティビティを設定する余地がないため。

活動・成果目標
と実績

 2023年度 2024年度 2025年度 最終目標年度
2026年度

当初見込み／目標値(件) 6,640 7,212 6,576 6,575

活動実績／成果実績(件) 7,212 6,576 6,575 --

達成率(%) 108.6 91.2 100 --

事業に関連する
KPIが定められて
いる閣議決定等

名前 --

URL --

該当箇所 --
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点検・評価

事業所管部局に
よる点検・改善

点検結果 一般競争入札等により、契約手続における競争性、透明性を確保しているほか、単価契約によって必要最小限の経費で執行するなどしている。

目標年度における効果
測定に関する評価

--

改善の方向性 当該事業にあっては、仕様の見直し等により、引き続き競争性・透明性の高い事業の実施に努める。

外部有識者によ
る点検

点検対象 -- 最終実施年度 2022

対象の理由 --

所見 --

公開プロセス結果概要 --

行政事業レビュ
ー推進チームの
所見に至る過程

及び所見

所見 -- 詳細 --

所見を踏まえた
改善点／概算要
求における反映

状況

改善点・反映状況 --

反映額
会計 勘定 反映額 (千円)

-- -- --

詳細 --

公開プロセス・
秋の年次公開検
証（秋のレビュ
ー）における取

りまとめ

--

その他の指摘事
項

--
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支出先
資金の流れ

警察庁

372,147 千円

A. 株式会社ＪＥＣＣほか

146,042 千円

支出先の数: 13

警察庁執行事業

B. 警視庁ほか

122,803 千円

支出先の数: 44

通訳・翻訳謝金の予算配分

C. 福岡県警察ほか

66,707 千円

支出先の数: 45

資機材等借上の予算配分

D. 栃木県警察ほか

36,595 千円

支出先の数: 7

補助金等交付

E. 個人Ａほか

31,711 千円

支出先の数: 81

諸謝金を執行

F. 株式会社トヨタレンタリ
ース福岡ほか

13,096 千円

支出先の数: 7

資機材等借上

G. 株式会社ＮＴＴネクシ
ア

18,971 千円

支出先の数: 1

業務委託
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支出先上位者リ
スト

（単位：千円）

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

A 株式会社ＪＥＣＣほか 146,042 13 警察庁執行事業

支出先名 支出額 法人番号

株式会社ＪＥＣＣ 55,689 2010001033475

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

特殊詐欺等対策支援機器賃貸借
国庫債務負担行為等 53,341 -- -- --

捜査支援分析端末賃貸借
随意契約（その他）(競争性のない随意契約) 2,348 1 -- 予定価格が類推されるおそれがあるため

支出先名 支出額 法人番号

民間会社Ａ 37,200 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

チャーター機借上
随意契約（その他）(その他) 37,200 1 -- －

支出先名 支出額 法人番号

ミツイワ株式会社 20,488 9011001022577

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

特殊詐欺及びSNS型投資・ロマンス詐欺に係る警告電話事業
一般競争契約（最低価格） 20,488 1 -- 予定価格が類推されるおそれがあるため

支出先名 支出額 法人番号

株式会社ＫＳＫテクノサポート 17,447 8013401002465

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

高齢者被害防止対策リスト作成業務
随意契約（不落・不調） 17,447 1 -- 予定価格が類推されるおそれがあるため

支出先名 支出額 法人番号

株式会社インフォマティクス 4,198 3010401131679
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支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

捜査支援分析用ソフトウェア
一般競争契約（最低価格） 4,198 2 -- 予定価格を類推されるおそれがあるため

支出先名 支出額 法人番号

株式会社ＲＵＴＩＬＥＡ 3,596 1010703003272

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

捜査支援分析端末賃貸借
一般競争契約（最低価格） 3,596 2 -- 予定価格が類推されるおそれがあるため

支出先名 支出額 法人番号

株式会社霞が関トラベル 3,480 6010001013886

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

被疑者輸送・旅客運賃
随意契約（少額） 2,857 3 -- --

被疑者輸送・旅客運賃
随意契約（少額） 200 3 -- --

被疑者輸送・旅客運賃
随意契約（少額） 168 3 -- --

被疑者輸送・旅客運賃
随意契約（少額） 139 3 -- --

被疑者輸送・旅客運賃
随意契約（少額） 116 3 -- --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社阪急阪神ビジネストラベル 2,155 4120001126778

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

被疑者輸送・旅客運賃
随意契約（少額） 651 3 -- --

被疑者輸送・旅客運賃
随意契約（少額） 648 3 -- --

被疑者輸送・旅客運賃
随意契約（少額） 340 3 -- --
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支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

被疑者輸送・旅客運賃
随意契約（少額） 170 3 -- --

被疑者輸送・旅客運賃
随意契約（少額） 116 3 -- --

被疑者輸送・旅客運賃
随意契約（少額） 116 3 -- --

被疑者輸送・旅客運賃
随意契約（少額） 115 3 -- --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社ＩＡＣＥトラベル 851 7010001128717

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

被疑者輸送・旅客運賃
随意契約（少額） 688 3 -- --

被疑者輸送・旅客運賃
随意契約（少額） 163 3 -- --

支出先名 支出額 法人番号

個人Ａ 317 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

資機材等の借上代
その他(立替払) 313 -- -- --

資機材等の借上代
その他(立替払) 4 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

個人Ｂ 312 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

施設等の利用代
その他(立替払) 244 -- -- --

施設等の利用代
その他(立替払) 68 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号
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支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

個人Ｃ 306 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

資機材等の借上代
その他(立替払) 119 -- -- --

施設等の利用代
その他(立替払) 115 -- -- --

資機材等の借上代
その他(立替払) 25 -- -- --

施設等の利用代
その他(立替払) 18 -- -- --

資機材等の借上代
その他(立替払) 18 -- -- --

施設等の利用代
その他(立替払) 6 -- -- --

資機材等の借上代
その他(立替払) 3 -- -- --

資機材等の借上代
その他(立替払) 3 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

個人Ｄ 3 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

資機材等の借上代
その他(立替払) 3 -- -- --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

B 警視庁ほか 122,803 44 通訳・翻訳謝金の予算配分

支出先名 支出額 法人番号

警視庁 32,289 8000020130001

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

28



支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

予算配分
その他(予算配分) 32,289 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

大阪府警察 15,387 4000020270008

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 15,387 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

和歌山県警察 5,751 4000020300004

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 5,751 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

滋賀県警察 5,273 7000020250007

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 5,273 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

福岡県警察 4,311 6000020400009

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 4,311 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

新潟県警察 4,258 5000020150002

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 4,258 -- -- --
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支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

支出先名 支出額 法人番号

大分県警察 3,988 1000020440001

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 3,988 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

埼玉県警察 3,807 1000020110001

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 3,807 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

千葉県警察 3,635 4000020120006

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 3,635 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

鹿児島県警察 3,604 8000020460001

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 3,604 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

その他 40,500 --

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 40,500 -- -- --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割
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支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

C 福岡県警察ほか 66,707 45 資機材等借上の予算配分

支出先名 支出額 法人番号

福岡県警察 13,096 6000020400009

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 13,096 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

大阪府警察 11,990 4000020270008

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 11,990 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

新潟県警察 4,043 5000020150002

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 4,043 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

北海道警察 3,423 7000020010006

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 3,423 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

兵庫県警察 2,801 8000020280003

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由
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支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

予算配分
その他(予算配分) 2,801 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

岡山県警察 2,455 4000020330001

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 2,455 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

三重県警察 2,261 5000020240001

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 2,261 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

神奈川県警察 2,093 1000020140007

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 2,093 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

島根県警察 1,692 1000020320005

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 1,692 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

佐賀県警察 1,686 1000020410004

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 1,686 -- -- --
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支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

支出先名 支出額 法人番号

その他 21,167 --

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

予算配分
その他(予算配分) 21,167 -- -- --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

D 栃木県警察ほか 36,595 7 補助金等交付

支出先名 支出額 法人番号

栃木県警察 18,971 5000020090000

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

補助金交付
補助金等交付 18,971 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

埼玉県警察 4,895 1000020110001

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

補助金交付
補助金等交付 4,895 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

神奈川県警察 4,838 1000020140007

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

補助金交付
補助金等交付 4,838 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

長崎県警察 2,664 4000020420000

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由
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支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

補助金交付
補助金等交付 2,664 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

山口県警察 2,350 2000020350001

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

補助金交付
補助金等交付 2,350 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

熊本県警察 1,925 7000020430005

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

補助金交付
補助金等交付 1,925 1 -- --

支出先名 支出額 法人番号

島根県警察 952 1000020320005

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

補助金交付
補助金等交付 952 1 -- --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

E 個人Ａほか 31,711 81 諸謝金を執行

支出先名 支出額 法人番号

個人Ａ 4,107 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

諸謝金
その他(諸謝金) 4,107 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号
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支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

個人Ｂ 2,563 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

諸謝金
その他(諸謝金) 2,563 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

個人Ｃ 1,919 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

諸謝金
その他(諸謝金) 1,919 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

個人Ｄ 1,855 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

諸謝金
その他(諸謝金) 1,855 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

個人Ｅ 1,538 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

諸謝金
その他(諸謝金) 1,538 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

個人Ｆ 1,503 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

諸謝金
その他(諸謝金) 1,503 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号
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支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

個人Ｇ 1,343 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

諸謝金
その他(諸謝金) 1,343 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

個人Ｈ 1,231 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

諸謝金
その他(諸謝金) 1,231 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

個人Ｉ 1,211 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

諸謝金
その他(諸謝金) 1,211 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

個人Ｊ 1,094 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

諸謝金
その他(諸謝金) 1,094 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

その他 13,348 --

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

諸謝金
その他(諸謝金) 13,348 -- -- --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割
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支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

F 株式会社トヨタレンタリース福岡ほか 13,096 7 資機材等借上

支出先名 支出額 法人番号

株式会社トヨタレンタリース福岡 6,690 7290001015029

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

資機材等の借上
一般競争契約（最低価格） 6,690 2 -- 予定価格が類推されるおそれがあるため

支出先名 支出額 法人番号

株式会社ノビタス 5,817 7020001055885

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

資機材等の借上
随意契約（その他）(競争性のない随意契約) 5,817 1 -- 予定価格が類推されるおそれがあるため

支出先名 支出額 法人番号

セイワパーク株式会社 454 9290001014128

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

資機材等の借上
随意契約（その他）(競争性のない随意契約) 454 1 -- 予定価格が類推されるおそれがあるため

支出先名 支出額 法人番号

株式会社福住 133 4290001010081

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

資機材等の借上
随意契約（その他）(競争性のない随意契約) 133 1 -- 予定価格が類推されるおそれがあるため

支出先名 支出額 法人番号

個人Ａ 1 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由
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支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

資機材等の借上代
その他(立替払) 1 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

個人Ｂ 1 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

資機材等の借上代
その他(立替払) 1 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

個人Ｃ 1 9999999999999

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

資機材等の借上代
その他(立替払) 1 -- -- --

支出先ブロック名 合計支出額 支出先数 事業を行う上での役割

G 株式会社ＮＴＴネクシア 18,971 1 業務委託

支出先名 支出額 法人番号

株式会社ＮＴＴネクシア 18,971 7010401032840

契約概要（契約名）/契約方式等 支出額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

コールセンター事業委託
一般競争契約（最低価格） 18,971 1 -- 予定価格が類推されるおそれがあるため

費目・使途
（単位：千円）

 支出先名 契約概要（契約名） 費目 使途 金額

A 株式会社ＪＥＣＣ 特殊詐欺等対策支援機器賃貸借 借上費 資機材等の借上 53,341

B 警視庁 予算配分 予算配分 捜査活動に要する経費 32,289

C 福岡県警察 予算配分 予算配分 捜査活動に要する経費 13,096

D 栃木県警察 補助金交付 補助金 警察活動に要する経費 18,971

E 個人Ａ 諸謝金 諸謝金 通訳・翻訳に係る経費 4,107

F 株式会社トヨタレンタリース福岡 資機材等の借上 借上費 資機材等の借上 6,690

G 株式会社ＮＴＴネクシア コールセンター事業委託 委託費 コールセンター事業委託 18,971
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国庫債務負担行
為等による契約

先リスト
（単位：千円）

契約先名 契約額 法人番号

A 株式会社ＪＥＣＣ 53,341 2010001033475

契約概要（契約名）/契約方式等 契約額 入札者数 落札率(%) 一者応札等の理由と改善策／落札率非公開の理由

特殊詐欺等対策支援機器賃貸借
随意契約（その他）(競争性のない随意契約) 

53,341 1 -- 予定価格が類推されるおそれがあるため
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その他備考

--
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